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本書は，中国において人民解放軍（以下，解放
軍）が政治，経済，社会のあらゆる領域に介入し，
中国共産党に代わって統治を行った文化大革命（以
下，文革）という「異様」な政治状況がなぜ出現
し，そしてどのように消滅したかを解き明かそうと
する。文革期の解放軍統治の特徴は革命が終結した
1969 年以降に拡大し長期化したことにある。先行
研究はこの現象がなぜ生じたかについて明確な解答
を示してこなかった。著者の言葉を借りれば，「軍
介入の展開，すなわちその拡大，持続，そして解消
のプロセスを一貫して説明できるロジック」（17
ページ）に欠けており，文革に関する根本的な問い
はこれまで十分解明されているとは言い難かったの
である。
文革のような歴史的出来事を扱う際，事実関係の
記述に終始する研究が多い中で，「できる限り政治
学の理論から導かれる含意を中心に，体系的な記述
を行うことに注力した」（237～238 ページ）と「あ
とがき」で述べているように，著者は文革の過程
を，合理的選択論を使った理論導出と丁寧な実証作
業によって毛沢東の選好と制度選択の帰結という明
確な解答を示す。このような分析手法により，本書
は他の中国政治研究とは一線を画している。それ
は，法則定立性（＝合理的選択論）と個別具体性
（＝解放軍統治の一連の過程）を巧みに接続し記述
することで，解放軍統治の政治的帰結に関する因果
メカニズムだけでなく，独裁体制と制度の関係を捉
えるより一般的な視座を提供していることからも裏
付けられる。そのことにより本書は，中国政治研究
だけでなく地域研究や権威主義体制研究にも多くの
示唆を与えてくれる。
Ⅰ　本書の構成と内容
本書の構成は以下の通りである。
序　章　文化大革命とは何だったのか──新たな
理解に向けて──
第 1 章　独裁政治の制度論──毛沢東，人民解放
軍，文化大革命──
第 2 章　軍部統治の形成──論理と実体──
第 3 章　軍部統治と林彪，林彪事件
第 4 章　軍部統治の持続──毛沢東のジレン 
マ──
第 5 章　軍部統治の解消へ──鄧小平と軍隊整 
頓──
第 6 章　軍部統治の終焉──革命から戦争へ──
終　章　改革開放への展開
序章では先行研究を検討した上で本書の仮説が提
示される。先行研究は解放軍統治に対して，「非常
事態説」（非常事態への対応），「権力政治説」（林彪
による権力強化），そして「体制起源説」（統治体制
に内在）から説明を試みてきた。しかし，どの説で
も解放軍統治の過程を一貫して説明することは難し
い。そこで著者はこれまで説明変数として用いられ
てこなかった毛沢東に注目し，解放軍統治の一連の
過程は「毛沢東による制度選択の帰結」との仮説を
立てる。　
第 1 章では仮説を支える理論的枠組みが示され
る。独裁者は，自らに代わって社会を規律付け利益
の最大化を実現する「執行の制度」を必要とする。
しかし，制度が確実に執行される保証はない。そこ
で著者はアヴナー・グライフ（Avner Greif）の議論
に依拠し，制度を行動に一定の規則性をもたらす
ルール，信念，規範，そして組織から構成される
「システム」と捉え直す。このシステムによってア
クターは内面化した行動準則に沿って自らの行動を
調整するのである（注１）。またこのような視点は，
「制度の存続と変化を内生的観点から分析しうる枠
組み」を与えてくれる。制度と関連した行動が自己
執行的（self-enforcing）かどうかによって制度が強
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化され，または弱体化するためである。この分析枠
組みに沿って著者は，第 2 章以降で具体的な記述を
通じて仮説を実証する。
第 2 章は，1969 年の第 9 回党大会以降の解放軍
による政治介入拡大過程が描かれる。毛沢東は整党
建党運動を実施し党再建に乗り出すが，運動を主導
すべき造反派勢力が弱体化し，また中ソ武力衝突が
生じたことで解放軍は各地域での地位を反対に強化
する。つまり，毛沢東と解放軍の委任関係に変化は
なかったのである。
第 3 章は林彪要因，いわゆる「権力政治説」の妥
当性が検証される。著者は，林彪の組織基盤である
「軍委辦事組」の機能強化や経済部門への軍事管制
等が毛沢東の意図であり，また林彪勢力が政治的か
つ経済的資源を欠いていたことから，解放軍の政治
介入の拡大と林彪勢力の間に直接的な因果関係がな
いことを示す。
第 4 章は毛沢東の認識と行動の変化が検討され
る。毛沢東は軍と国家・社会関係の是正に着手する
が，解放軍統治の影響は深く，地方の派閥問題や林
彪事件の影響等もあり，解放軍に対しては慎重な姿
勢が求められた。そこで毛沢東は 1973 年 12 月に軍
区司令員の大幅な人事異動を実施し，その執行役と
して鄧小平を登用する。
第 5 章ではその鄧小平による軍隊整頓過程が検討
される。鄧小平は毛沢東から明示的な形で権限を委
任され，1975 年から大規模な人事異動等を実施
し，政治の文民化と軍内派閥の解消という大きな成
果をあげる。しかしそれにより軍の政治介入が終
わったわけではなかった。
その政治的かつ軍事的帰結は第 6 章で論じられ
る。鄧小平は 1976 年の第一次天安門事件後に政界
に復帰すると，中越戦争が軍の職能機能再建や軍内
派閥主義解消を正当化したこともあり，財務管理を
含め軍隊統制の制度的基盤を再構築し，近代化への
道筋を整えるのである。
終章は本書のまとめである。著者は具体的な記述
を通じて，解放軍統治の一連の過程は毛沢東の選好
と制度選択の帰結だとする仮説を実証するだけでな
く，毛沢東による革命の制度化の失敗や鄧小平によ
る権力獲得等，文革期のいくつかの疑問にも答えて
いる。そして現代中国政治研究にとって合理的選択
論が有効であることを示し，中国研究を比較政治分
析の俎上に載せるのである。　
Ⅱ　評価と課題
本書の貢献は解放軍統治の実態を詳細に記述し，
文革期のパズルを解くことだけに留まらない。特に
本書が示した方法論は中国研究だけでなく，地域研
究や権威主義体制研究にも多くの示唆を与えてくれ
る。
著者も指摘するように，中国政治研究の「多くは
政治変動のマクロな特徴づけに留まっており，個別
の重要な政治的帰結に対する明示的な因果経路を提
示しうるものとはなっていない」（212 ページ）。そ
こで著者は合理的選択論を採用することで政治的帰
結の因果メカニズムを分析する。またそれは独裁者
を一般化して分析することでもあり，特殊論に陥り
がちな中国政治と他国との比較研究をも可能にす
る。
そのような手法は地域研究にも適用できる。著者
の手法は，法則定立性と個別具体性を巧みに接続し
事象の因果関係を明確に提示することである。自戒
の念を込めていえば，地域研究は事象の個別具体的
記述に終始し，因果関係の解明まで分析の射程とす
る研究は少ない。そのような研究が目指されても，
先行研究の整理，分析枠組みの提示，仮説の抽出，
それに基づいた個別具体的記述による実証，という
本書が示した手順を実践できる地域研究者はどれだ
けいるだろうか。本書は方法論という点で地域研究
者にとっても大いに参考になる。
また本書は 2 つの点で権威主義体制研究にも貢献
する。ひとつは共通の分析枠組みの提示である。近
年の権威主義体制研究は複数政党制と競争的選挙の
有無を鍵概念に発展し，「競争的権威主義」や「選
挙権威主義」等の形容詞を冠するサブカテゴリーを
多数構築してきた。しかし著者も批判するように，
類型化によって独裁体制の多様性は示せても現実を
うまく説明できるわけではない。例えば宇山は，サ
ブカテゴリー化の進展により地域横断的な比較が可
能になったとしつつも，「類似性の多い国の間に，
無理に競争的か否かの線を引くことで，近接比較を
放棄」［宇山 2014, 2-3］していると指摘する。そし
て近接比較の放棄は，競争的体制で得られた知見を
共産党独裁体制等異なるサブカテゴリーに安易に適
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用するという問題を生んでいる。先行研究で得られ
た知見の適用可能性を他の独裁体制で検証すること
は重要である。しかし，多くはどの独裁体制でも制
度が同様に機能することを前提としている［Wright 
2008］。つまり現在の権威主義体制研究には，サブ
カテゴリーを横断して分析できる共通の理論的枠組
みが求められているのである。本書が提示した合理
的選択論はそのひとつとなりうる。
もうひとつの貢献は，政治的帰結の因果メカニズ
ムを明らかにする手法である。近年の権威主義体制
研究は政党，議会，選挙等の民主的制度がいかに体
制の持続に寄与するかという観点から研究が進めら
れてきた。すなわち制度と政治的帰結の因果分析で
ある。一方，本書は制度と政治的帰結の因果関係に
加えて，内生的制度変化という視点を導入すること
で制度の形成，持続，そして変化の過程と政治的帰
結の関係，また独裁者の選好と政治的帰結の因果関
係までを分析対象とする。
Pepinsky［2014］は，権威主義体制研究において
制度への関心が高まっているが，これまでの主要な
研究は制度と政治的帰結の因果関係を分析する
際（注２），制度と政治的帰結の双方に影響を与える起
源（origins）を考慮していないと指摘する。政治ア
クターが自らの選好を具体化するために制度を操作
するならば，制度形成や変化の起源も政治的帰結に
影響を与えるはずである。したがってペピンスキー
は，制度→政治的帰結という過程（Bとする）の前
に，起源→制度という過程があり（Aとする），そ
してA，Bという一連の過程と同時並行的に起源→
政治的帰結という過程が（Cとする）存在するた
め，政治的帰結の因果関係を分析するにはBだけで
なくAとCも分析する必要があると主張する。
本書に即して考えると，毛沢東の選好（起源）が
制度形成と変化にどう影響し（A），内生的に変化
した制度が政治的帰結にどのような影響を及ぼし
（B），そして選好（起源）は政治的帰結にどう影響
を与えたか（C）という 3 つの過程が分析されてい
る。そのような分析が可能になったのは毛沢東の選
好（起源）を明確に特定でき，また個人の選好が容
易に集団の選好に転換したからだろう。そうであれ
ばA，B，Cという過程を明確に捉えることが可能
となる（注３）。
では，指導部内の権力関係がより均衡に近い現在
の中国にも同様の分析は可能だろうか。言い換えれ
ば毛沢東が特殊事例ではなく，本書の議論が現在の
中国や他の独裁体制にも適用可能であることを実証
するには，毛沢東以後の指導者や集団指導体制を採
る独裁体制との比較が求められる。特に集団指導体
制では個人の選好＝集団の選好とはならず，選好
（起源）は競争や取引等の複雑な過程を通じて形成
される。そして意思決定過程が複雑であれば独裁者
の制約は増え，制度選択と運用にも影響を及ぼす。
著者は執行の制度を独裁政治の制度変化の鍵だとし
て重視するが，指導部内の権力バランスや独裁の種
類によっては選好（起源）を特定し，AとCの過程
を分析するには，意思決定過程や関連制度が重要な
意味をもつと思われる。特に集団指導体制では決定
の制度が執行の制度にも影響を及ぼすため，双方の
分析が求められるだろう。
いずれにしても本書は地域研究や権威主義体制研
究に多くの示唆を与えてくれる。そのこと自体，本
書が優れた学術書であることを明確に物語ってい
る。
（注１）グライフ［2009, 396］を参照した。
（注２）おもな先行研究とはGeddes［1999］，Brown-
lee［2007］，Gandhi［2008］である。
（注３）誤解のないように述べておくとこのような
分析は決して容易ではない。しかし著者は独裁者を取
り巻く内外の環境まで含めて 3 つの過程を巧みに分析
している。
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